
第２２期 決算公告

自：２０２１年４月　１日

至：２０２２年３月３１日

株式会社　ファミリーライフサービス



（資産の部） （負債の部）

28,562,963 28,973,487

現 金 及 び 預 金 6,125,509 短 期 借 入 金 28,046,090

営 業 貸 付 金 10,036,647 未 払 金 94,653

営 業 未 収 金 12,108,284 未 払 費 用 65,245

割 引 手 形 10,630 未 払 法 人 税 等 336,978

電 子 記 録 債 権 97,930 未 払 消 費 税 等 26,337

前 払 費 用 69,649 預 り 金 220,269

そ の 他 135,955 前 受 収 益 75,857

貸 倒 引 当 金 △21,642 リ ー ス 債 務 22,125

固 定 資 産 2,183,304 賞 与 引 当 金 85,383

 有形固定資産 219,017 そ の 他 546

建 物 156,100 固 定 負 債 188,220

工 具 器 具 備 品 191,611 退 職 給 付 引 当 金 162,410

リ ー ス 資 産 222,673 リ ー ス 債 務 17,931

減 価 償 却 累 計 額 △351,367 そ の 他 7,877

 無形固定資産 43,587

ソ フ ト ウ ェ ア 43,514

そ の 他 72 29,161,707

 投資その他の資産 1,920,698 （純資産の部）

投 資 有 価 証 券 50,830 株 主 資 本 1,584,560

関 係 会 社 株 式 40,000 資 本 金 1,000,000

長 期 貸 付 金 1,696,773 利 益 剰 余 金 584,560

破 産 更 生 債 権 等 3,881,327 その他利益剰余金 584,560

差 入 保 証 金 115,325 繰越利益剰余金 584,560

繰 延 税 金 資 産 132,201

そ の 他 252,172

貸 倒 引 当 金 △4,247,930 1,584,560

30,746,268 30,746,268負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

科 目

貸 借 対 照 表

（単位：千円）

（2022年３月31日現在）

流 動 負 債流 動 資 産

科 目 金 額

純 資 産 合 計

金 額

負 債 合 計
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3,588,830

454,134

477,502 4,520,467

635,659

239,560

194,089

20,275 1,089,584

3,430,882

2,981,418

449,464

86

33,355

10,185

438 44,065

493,530

724,479 724,479

1,218,009

355,069

9,767 364,837

853,172

損 益 計 算 書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）

金 額科 目

営 業 収 益

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

特 別 利 益

受 取 手 数 料

営 業 貸 付 金 利 息

そ の 他 の 営 業 収 益

支 払 手 数 料

借 入 金 利 息

支 払 保 険 料

そ の 他 の 営 業 費 用

受 取 利 息

不 動 産 賃 貸 料

助 成 金 収 入

そ の 他

当 期 純 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
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受取利息

貸付債権流動化関連収益

ソフトウェア（自社利用）については社内における見込利用可能

期間（５年）による定額法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しております。

・関係会社株式

(5)

個　別　注　記　表

②

③

(1)

(2)

(3)

①

②

③

①

引当金の計上基準

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

有価証券の評価基準及び評価方法

資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

無形固定資産
（リース資産を除く）

リース資産

移動平均法による原価法

・その他有価証券
（市場価格のない株式等）

建物（附属設備を除く）および2016年4月1日以降に取得した建物

附属設備については定額法、その他の有形固定資産については定

率法を採用しております。

移動平均法による原価法

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

④

(4) 収益及び費用の計上基準

住宅金融支援機構の住宅ローン商品の取次ぎに係る手数料等につ

いては貸付実行日、即ち、役務の提供完了日に認識しておりま

す。また、住宅ローン商品の融資実行に係る事務手数料等を貸付

実行日、即ち、当該ローンの当初認識時に認識しております。

債権管理回収に係るサービシング・フィー等は、サービシング業

務提供時点において履行義務が充足されると判断しており、サー

ビシング業務提供時点で収益を認識しております。

受取利息は時間の経過によって実効金利法で認識しております。

金融資産の消滅に伴って、もはや認識しない部分に配分された帳
簿価額とその対価との差額を、譲渡時に収益として認識しており
ます。

控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用として処理してお

ります。

① オリジネーション・フィー売上

② サービシング・フィー売上

③

その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
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千円

千円

千円

当座勘定貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

千円

千円

3. 税効果会計に関する注記

千円

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

借入金の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

4,000,000

１株当たり当期純利益 銭円42,658 64

－

１株当たり純資産額 銭

株式会社
飯田産業

79,228 04円

取引金額

4,000,000

4,000,000

5. １株当たり情報に関する注記

被所有
直接70%

関連当事者
との関係

4. 関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

405,202      

(3)

(1)

2. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

99,991

期末残高

親会社

取引の
内容

資金の
借　入 短　期

借入金

種類

(1)

利息の
支　払

借入金
利　息

資金の
返　済

資金の借入
建物の賃借
役員の兼任

科目

33,165

会社の名称
議決権等
の所有(被
所有)割合

18,608
(1,300,716)

132,201

貸倒引当金
退職給付引当金
減価償却超過額
賞与引当金
その他

当座勘定貸越契約

568,910      

10,501,840   

11,274,150   短期借入金担保に係る債務

(2)

短期金銭債権
短期金銭債務

営業未収金
現金及び預金

16,693,860

15,000,000
6,862,230
8,137,770

借入実行残高
借入未実行残高

貸出コミットメントライン契約
借入実行残高
借入未実行残高

28,231,140

44,925,000

営業貸付金

譲渡担保
質権設定

4,011,016

担保に供している資産及び担保に係る債務

評価性引当額
繰延税金資産合計

26,144

繰延税金資産の主な原因別の内訳
1,306,491

49,730
31,943

当社は、融資資金及び運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行11行と当座勘定

貸越契約、取引銀行1行と貸出コミットメントライン契約を締結しております。当事業

年度末における各契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

担保に供している資産①

②

4


